
（単位：百万円）

金 額科 目金 額科 目

（負　債　の　部）（資　産　の　部）
４，７３４，２７６
１７５，２３４

２，３０７，４５６
１２７，８３４
２５，２３９

２，０２２，００８
１９，９３０
５６，５７２
２９９，１００
６２，６０５
１３，０２９
２９３
２９３
７０
３２
３８

４６，１０３
７８

２，２０３
６，７１２
２，１１９

９
２７４

３４，７０４
２９

３８，６１７
１，０５３
９，９２８
３４，５３２

　５，２３９，６４０

２４，６５８
７，８４５
７，８３５
１０

２５７，６２５
２４，６５８
２３２，９６６

７００
９１６

２２０，００５
１１，３４５

△　　１，９９７
２８８，１３２
８５，７００

８
８５，７０８
３７３，８４１

預 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
債券貸借取引受入担保金
借 用 金
借 入 金

外 国 為 替
売 渡 外 国 為 替
未 払 外 国 為 替

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 収 益
給 付 補 て ん 備 金
金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 負 債

役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（純　資　産　の　部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
退職慰労積立金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計

９０，１０２
５４，８０７
３５，２９５
１８２，３１３
２７，０１９
３３，５０２
２，３３０
１９４

３０，９７６
５０，７６８

２，０６０，９７０
１，０４６，１３５
１０１，２６３
８，９９６

４７１，１６３
２０２，５２２
２３０，８８９

３，１３１，８４３
３３，７６８
２４９，５５７

２，３４０，１８９
５０８，３２７

６８７
５５４
１６
１１６

１５，９１２
９
２３

９，７１０
２６４

５，９０４
４２，０２１
１４，７４５
２２，８７４

７６
４，３２５
３９９
３９９

３４，５３２
△　５６，５９２

現 金 預 け 金
現 金
預 け 金

コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
商 品 国 債
商 品 地 方 債
その他の商品有価証券

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

外 国 為 替
外 国 他 店 預 け
買 入 外 国 為 替
取 立 外 国 為 替

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
前 払 費 用
未 収 収 益
金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
その他の無形固定資産

支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

５，６１３，４８１負債及び純資産の部合計５，６１３，４８１資 産 の 部 合 計

貸借対照表（平成１９年３月３１日現在）

株式会社�
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取締役頭取�鎌　田　　宏�

第１２３期　決 算 公 告

平成１９年６月２８日



注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決
算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移
動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
４．金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時
価法、その他の金銭の信託については上記３．のうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。

５．デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。
６．有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建　　　物　　５年～３１年
　　動　　　産　　４年～２０年
７．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
８．外貨建資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
９．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。

１０．役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当期
に帰属する額を計上しております。
　　従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計基準第４号平成１７年１１月２９日）が会社法施行日以後終了する事業年度か
ら適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用として
処理しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は２９百万円増加し、税引前当期純利益は同
額減少しております。

１１．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、必要額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理
１２．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づく期
末要支給額を計上しております。
　　従来、役員退職慰労金は、支出時に費用計上しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会
計基準第４号）により役員賞与が引当金計上を含め費用処理されることとなったことをはじめ、「租税特
別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）の公表を契機として、
同報告に基づき、当期から役員退職慰労引当金として計上しております。これにより、従来の方法に比
べ営業経費は１５５百万円増加しているほか、特別損失が８９７百万円増加し、税引前当期純利益は１，０５３百万
円減少しております。
 



１３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１４．金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジによって
おります。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報告第
２４号」という。）に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺す
るヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の
（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッ
ジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしてお
ります。
　　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資
産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。

１５．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権
債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しております。

１６．消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た
だし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

１７．関係会社の株式総額　　　　　　　　　　　　９２　百万円
１８．関係会社に対する金銭債権総額　　　　　２３，８５９　百万円
１９．関係会社に対する金銭債務総額　　　　　３，３９９　百万円
２０．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　６８，０８０　百万円
２１．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　　７，８７０　百万円
２２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機器の一部等については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。
　なお、リースにより使用する固定資産に関する事項は次のとおりであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額
取得価額相当額　　　　　　　　動産　　　９，０９５　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　９，０９５　百万円
減価償却累計額相当額　　　　　動産　　　２，８５８　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　２，８５８　百万円
減損損失累計額相当額　　　　　動産　　　　　１６　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　　１６　百万円
期末残高相当額　　　　　　　　動産　　　６，２２０　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　６，２２０　百万円

・未経過リース料期末残高相当額　　１年内　　１，５１８　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　４，８４２　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　６，３６１　百万円
・リース資産減損勘定の期末残高　　　　　　　　　１３　百万円

 



・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
支払リース料　　　　　　　　　　　　　　１，８９９　百万円
リース資産減損勘定の取崩額　　　　　　　　　２　百万円
減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　１，６９７　百万円
支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　２７１　百万円
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０　百万円

・減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
・利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。

２３．貸出金のうち、破綻先債権額は４，０４１百万円、延滞債権額は９８，２１３百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政
令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

２４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は５４９百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している
貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

２５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４６，００６百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先
債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

２６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１４８，８１１百万
円であります。
　なお、２３．から２６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２７．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受
け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は３３，７６８百万円であります。

２８．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　有価証券　　　　　　　　　　１２８，６６３　百万円
　その他資産　　　　　　　　　　　　２１　百万円
担保資産に対応する債務
　預金　　　　　　　　　　　　　２０，８５７　百万円
　債券貸借取引受入担保金　　　　１３，０２９　百万円
　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３１，６０６百万円
を差し入れております。
　また、その他の資産のうち保証金は５９百万円であります。

２９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は１４，２０５百万円であります。
　なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省
令第１０号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第３８号平成１９年４月１７
日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、
当期から相殺しております。
　これにより、従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ１４，２０５百万円減少しております。
 



３０．１株当たりの純資産額　　　　９８５　円　１０　銭
　　「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成１４年９月２５
日）が平成１８年１月３１日付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになっ
たことに伴い、当期から同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出
しております。

３１．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」
「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中のその他買入金銭債
権が含まれております。以下３４．まで同様であります。
売買目的有価証券

その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債５１，１４８百万円を差し引いた額７８，６８７百万円が、「その他有価
証券評価差額金」に含まれております。

３２．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

３３．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

 

当期の損益に含まれた評価差額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

２１３３，５０２売買目的有価証券

評価差額貸借対照表計上額取得原価
うち損うち益（百万円）（百万円）（百万円）

６５１３５，３４８１３５，２８３１９９，７８７６４，５０４株式

１７，９６９５，２３４△　１２，７３４１，６１３，２８４１，６２６，０１９債券

１５，８２６３，４６７△　１２，３５８１，０４６，１３５１，０５８，４９４　国債

４６９３８５△　　　８４１０１，２６３１０１，３４８　地方債

０－△　　　　０８，９９６８，９９７　短期社債

１，６７２１，３８１△　　　２９０４５６，８８８４５７，１７９　社債

１，５１１８，８００７，２８８２３０，７７２２２３，４８３その他

１９，５４６１４９，３８３１２９，８３６２，０４３，８４４１，９１４，００７合計

売却損の合計額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却額
（百万円）

６０６１，７６２１０５，３１３その他有価証券

貸借対照表計上額（百万円）内　　容

３，４５８
満期保有目的の債券
　貸付債権信託受益権

９２
子会社・子法人等株式
　子会社・子法人等株式

２，６４２
１４，２７５
１１６

その他有価証券
　非上場株式
　公募債以外の内国非上場債券
　投資事業組合出資金



３４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりで
あります。

３５．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債４，７５３百万円を差し引いた額７，０１２百万円が、「その他有価証
券評価差額金」に含まれております。

３６．賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「社債」に１９９百万円含まれております。
３７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約
する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，３９６，３４７百万円であります。このうち
原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，３６５，０７７百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く
には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内
手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じておりま
す。

３８．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　　　　　　２０，８３４　百万円
退職給付引当金損金算入限度額超過額　　　　　　　１５，６０１
減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　　　　　７，４４８
有価証券償却否認　　　　　　　　　　　　　　　　２，７６６
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０６２

繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　４９，７１３
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　△　３，１１２
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　４６，６００
 

１０年超
（百万円）

５年超１０年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

１年以内
（百万円）

２９０，３５６４３２，０１８７７０，１７０１３５，０１４債券

２９０，３５６２４２，６８０４７１，６２８４１，４７０　国債

－５２，３２４４０，４７０８，４６８　地方債

－－－８，９９６　短期社債

－１３７，０１４２５８，０７１７６，０７８　社債

６，５３０７３，９１０７５，３６６２２，９１６その他

２９６，８８６５０５，９２９８４５，５３７１５７，９３０合計

当期の損益に含まれた評価差額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

△　　１，２０７２０，３６７運用目的の金銭の信託

評価差額貸借対照表計上額取得原価
うち損うち益（百万円）（百万円）（百万円）

－１１，７６５１１，７６５３０，４０１１８，６３５その他の
金銭の信託



繰延税金負債
固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　△　　６２１
その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　△　５５，９０２
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　５
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　△　５６，５２９
繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　　　　　９，９２８　百万円

３９．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成１７年１２月９日）及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２
月９日）が会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規
則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令
第６０号平成１８年４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年度から適用されるこ
とになったことに伴い、当期から以下のとおり表示を変更しております。
�　「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示しております。
　なお、当期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は３７３，８３２百万円であります。
�　「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」及び「当期未処分利益」は、「その他利益剰余金」
の「退職慰労積立金」、「固定資産圧縮積立金」、「別途積立金」及び「繰越利益剰余金」として表示し
ております。
�　「その他資産」に含めて表示していた繰延ヘッジ損失及び「その他負債」に含めて表示していた繰
延ヘッジ利益は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示して
おります。
�　「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。
�　「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しており
ます。
①　「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その他の有形固
定資産」に区分表示し、「建設仮払金」は、「有形固定資産」中の「建設仮勘定」として表示してお
ります。
②　「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定
資産」として、保証金は、「その他資産」中の「その他の資産」として表示しております。

４０．銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己資本比率（国内基準）１２．９１％



（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　額科 目
１０９，３４２

９１，１６８

　　　　
　１８，１７４

９１

１，３６４

　　　　
１６，９０２
４，４４８

　　２，２９１
１０，１６１

８７，００５
５６，８１８
２９，５２５
３９５
０
２６４

１６，７９２
７，６６５
９，１２７
４５０
２９３
８２
７３
０

５，０９３
１，６８０
２，５１１
　　９０２

９，１１７
４，３５７
６４９

３，４５８
３９２
０
１９３
６６

５，３４４
１，９６６
３，３７８
３，５１８
２，４０３
６０６
５０８

６０，２４５
１２，９４１
８，３５３
２２
２０６
６５

　４，２９４

８６
　　　５

２３２
２３３

　　８９７

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
コ ー ル ロ ー ン 利 息
預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益
商 品 有 価 証 券 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益
株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
譲 渡 性 預 金 利 息
コ ー ル マ ネ 一 利 息
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息
借 用 金 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用
外 国 為 替 売 買 損
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 還 損

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却
株 式 等 償 却
金 銭 の 信 託 運 用 損
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益
償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

損益計算書　　　　　　　　　（ ）平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで



注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額　　　　　　　　　　　　２８６　百万円
役務取引等に係る収益総額　　　　　　　　　　　　　　８３　百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額　　　　　　１８７　百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額　　　　　　　　　　　　　２　百万円
役務取引等に係る費用総額　　　　　　　　　　　　　５６７　百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額　　　　４，３６９　百万円

関係会社とのその他の取引高総額
各種ローンの被保証債務履行に伴う回収額　　　　　１，５９７　百万円
有形固定資産の購入額　　　　　　　　　　　　　　　３３３　百万円
自己株式の買取額　　　　　　　　　　　　　　　　　３５３　百万円

３．１株当たり当期純利益金額　　　　２６　円　７４　銭
４．「その他の経常費用」には、債権売却損４，０８２百万円を含んでおります。
５．当期において、宮城県内の営業用店舗７か所及び遊休資産等６か所並びに宮城県外の営業用店舗２か
所について減損損失を計上しております。
　当行は、減損損失の算定にあたり、原則として、営業用店舗については継続的に収支の把握を行って
いる個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産については各資産単位で、グルーピングしております。減
損損失を計上した資産グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額２３３百万円（土地１３８百万円、建物４２百万円、その他の有形固定資産１８百万円、その他
の資産等３４百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。

　　なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による
場合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを５．０％で割り
引いて、それぞれ算定しております。
６．「その他の特別損失」は、役員退職慰労引当金繰入額のうち過年度分相当額８９７百万円であります。
７．従来は損益計算書の末尾において当期未処分利益の計算を表示しておりましたが、当期より株主資本
等変動計算書を作成し、資本金、準備金及び剰余金の状況を表示しております。
８．関連当事者との取引は次のとおりであります。
�　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
　保証料は、各種ローンの債務者が上記子会社に直接支払っているほか、一部のローンについては、
当行より支払っております。
 

期　末
残　高
（百万円）

科目取引金額
（百万円）取引の内容

関係内容議決権等の
所有（被所
有）割合

事業の内容
又 は 職 業

資本金
又　は
出資金
（百万円）

住所会社等の
名　　称属性 事業上

の関係
役員の
兼任等

－－６０５，４２２各種ローンの
被保証

信用
保証２名

所有
直接　５．００％
間接４５．９０％

信用保証業務３０仙台市
青葉区

七十七
信用保証㈱子会社

－－１，２３４
被保証債務の
履行による
ローンの回収



�　役員及び個人主要株主等

（注）　取引金額は平均残高を記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
　一般の取引と同様な条件で行っております。なお、役員との取引は、第三者の代表者として行った
取引であります。

期　末
残　高
（百万円）

科目
取　引
金　額
（百万円）

取引の内容

関係内容議決権等の
所有（被所
有）割合

事業の内容
又 は 職 業

資本金
又　は
出資金
（百万円）

住所会社等の
名　　称属性 事業上

の関係
役員の
兼任等

２０貸出金６仙台商工会議所
への資金の貸付－－被所有

直接　０．０７％

当行取締役会長
仙台商工会議所
会頭

－－丸森仲吾

役員

３，２１９貸出金３，４９７東日本興業㈱
への資金の貸付－－被所有

直接　０．００％

当行監査役
東日本興業㈱
取締役会長

－－青木　讓

４，０６５貸出金４，６６０資金の貸付－－

所有
直接　０．６６％
被所有
直接　０．０５％

百貨店４００仙台市
青葉区㈱藤　崎

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会 社 等

（当該会

社の子会

社 を 含

む）

３５１貸出金３６４資金の貸付－－－紳士服縫製３８仙台市
泉　区

㈱フジ・
スタイリング

３００支払承
諾見返１１０債務の保証－－－百貨店友の会運営

保険代理店５０仙台市
青葉区

㈱藤崎
エージェンシー

－貸出金１資金の貸付－－－内装工事４９仙台市
青葉区藤装建㈱

２１９貸出金２２５資金の貸付

－－－砂利販売１０仙台市
太白区㈱壹岐砂利店

７０支払承
諾見返７０債務の保証

３８貸出金４０資金の貸付－－－歯科診療所１０宮城県
大河原町

医療法人社団
昌慶会



株式会社�

仙台市青葉区中央三丁目３番２０号�

取締役頭取�鎌　田　　宏�

（単位：百万円）

金 額科 目金 額科 目

（負　債　の　部）（資　産　の　部）
４，７３２，６３８

２９７，５００

６２，６０５

１３，０２９

１５，５７２

７０

５７，７９７

５０

３９，０３４

１，１２６

９，９４７

３４，５３２

　５，２６３，９０６

２４，６５８

７，８４５

２５８，７０６

△　　１，９７１

２８９，２３９

８５，７０６

８

８５，７１５

８，９０８

３８３，８６３

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（純　資　産　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

９０，２６０

１８２，３１３

２７，０１９

３３，５０２

５０，７６８

２，０６９，０８２

３，１１６，６９５

６８７

２８，１３５

７１，２６８

１４，９４２
２３，２９１

７６
３２，９５８
３，３０２

２，８９６
４０５

２，３６１

３４，５３２

△　６２，１５９

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

５，６４７，７７０負債及び純資産の部合計５，６４７，７７０資 産 の 部 合 計

連結貸借対照表（平成１９年３月３１日現在）

第１２３期　決 算 公 告

平成１９年６月２８日



連結財務諸表の作成方針

１．連結の範囲に関する事項

�　連結される子会社及び子法人等　　　７社

連結される子会社名
　七十七ビジネスサービス株式会社
　七十七スタッフサービス株式会社
　七十七事務代行株式会社
連結される子法人等名
　七十七リース株式会社
　七十七信用保証株式会社
　七十七コンピューターサービス株式会社
　株式会社七十七カード

�　非連結の子会社及び子法人等
　　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

�　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　該当ありません。

�　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　該当ありません。

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
　３月末日　　　　７社

４．連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

該当ありません。
　

５．のれんの償却に関する事項

該当ありません。



注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他
有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平
均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており
ます。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
４．金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時
価法、その他の金銭の信託については上記３．のうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。

５．デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。
６．当行の有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　５年～３１年
動　　　産　　　４年～２０年

　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として定率法により償却しております。
なお、リース資産については、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価額を残存価
額とする定額法により償却しております。
７．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却してお
ります。また、リース資産については、リース期間を償却年数とする定額法により償却しております。
８．外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
９．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については、自己査定結果に基づき、一般債権について
は過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

１０．役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連
結会計年度に帰属する額を計上しております。
　従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計基準第４号平成１７年１１月２９日）が会社法施行日以後終了する連結会計年
度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準を適用し、役員に対する賞
与を費用として処理しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は５０百万円増加し、税金等
調整前当期純利益は同額減少しております。

１１．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
 



１２．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づく期
末要支給額を計上しております。
　従来、当行の役員退職慰労金は、支出時に費用計上しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企
業会計基準第４号）により役員賞与が引当金計上を含め費用処理されることとなったことをはじめ、「租
税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）の公表を契機とし
て、同報告に基づき、当連結会計年度から役員退職慰労引当金として計上しております。これにより、
従来の方法に比べ営業経費は１５５百万円増加しているほか、特別損失が８９７百万円増加し、税金等調整前
当期純利益は１，０５３百万円減少しております。

１３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１４．当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジに
よっております。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会
報告第２４号」という。）に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を
相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を
一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固
定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評
価をしております。
　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資
産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。

１５．当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業におけ
る外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金
銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象
である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ
とによりヘッジの有効性を評価しております。

１６．消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た
だし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

１７．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　１１７，０５１　百万円
１８．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　　　　７，８７０　百万円
１９．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機器の一部等については、所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約により使用しております。
　なお、リースにより使用する固定資産に関する事項は次のとおりであります。

　
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（借手側）
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び年度末残高相当額
取得価額相当額　　　　　　　　　　動産　　　５，８１３　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　２２２　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　６，０３５　百万円
減価償却累計額相当額　　　　　　　動産　　　１，０８１　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　７６　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　１，１５７　百万円
減損損失累計額相当額　　　　　　　動産　　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　－　百万円
年度末残高相当額　　　　　　　　　動産　　　４，７３１　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　１４６　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　４，８７８　百万円



・未経過リース料年度末残高相当額　　　１年内　　　９９２　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　３，９５９　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　４，９５１　百万円

・リース資産減損勘定年度末残高　　　　　　　　　　－　百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　　１，１１６　百万円
リース資産減損勘定の取崩額　　　　　　　　　　－　百万円
減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　１，００５　百万円
支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　　　１９５　百万円
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　百万円

・減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
・利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会計年度への
配分方法については、利息法によっております。

（貸手側）
・リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額及び年度末残高
取得価額　　　　　　　　　　　　　動産　　　６７，４６８　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　６，１０４　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　７３，５７３　百万円
減価償却累計額　　　　　　　　　　動産　　　４０，１９２　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　３，２８７　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　４３，４７９　百万円
減損損失累計額　　　　　　　　　　動産　　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　－　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　－　百万円
年度末残高　　　　　　　　　　　　動産　　　２７，２７６　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　２，８１７　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　３０，０９４　百万円

・未経過リース料年度末残高相当額　　　１年内　　９，７３８　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　２１，１０２　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　３０，８４１　百万円

・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
受取リース料　　　　　　　　　　　　　　　　１１，８９４　百万円
減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，３２７　百万円
受取利息相当額　　　　　　　　　　　　　　　１，４４５　百万円

・利息相当額の算定方法
　リース料総額と見積残存価額の合計からリース物件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、
各連結会計年度への配分方法については、利息法によっております。

オペレーティング・リース取引
（貸手側）
・未経過リース料　　　　　　　　　　　１年内　　　　６０　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　５９　百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　１２０　百万円

２０．貸出金のうち、破綻先債権額は４，６６４百万円、延滞債権額は１００，１１７百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政
令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。



　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

２１．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は５４９百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している
貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

２２．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４６，０４４百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先
債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

２３．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１５１，３７６百万
円であります。
　なお、２０．から２３．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２４．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受
け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その
額面金額は３３，７６８百万円であります。

２５．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　有価証券　　　　　　　　　１２８，６６３　百万円
　その他資産　　　　　　　　　　　２１　百万円
担保資産に対応する債務
　預金　　　　　　　　　　　　２０，８５７　百万円
　債券貸借取引受入担保金　　　１３，０２９　百万円
　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３１，６０６百万円
を差し入れております。
　なお、その他資産のうち保証金は８１百万円であります。

２６．借用金には、未経過リース期間に係るリース契約債権５，０９４百万円を担保に供している借入金３，６７８百
万円が含まれているほか、未経過リース期間に係るリース契約債権１２，４８１百万円を担保に提供する債権
譲渡予約を行っている借入金１０，４０１百万円が含まれております。
　また、借用金には、リース契約債権の債権流動化によるリース債権信託債務１，０００百万円が含まれて
おります。なお、これにより譲渡したリース契約債権の当連結会計年度末残高は１，２０７百万円であります。

２７．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は１４，２０５百万円であります。
　なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省
令第１０号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第３８号平成１９年４月１７
日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに
伴い、当連結会計年度から相殺しております。
　これにより、従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ１４，２０５百万円減少しておりま
す。

２８．１株当たりの純資産額　　９８８　円　０４　銭
　「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成１４年９月２５
日）が平成１８年１月３１日付で改正され、会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることに
なったことに伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用し、１株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損
益」を含めて算出しております。

２９．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほ
か、「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中のその他買入金銭債権が含まれております。以下３２．ま
で同様であります。

 



売買目的有価証券

満期保有目的の債券で時価のあるもの

その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債５１，１９２百万円を差し引いた額７８，７４８百万円のうち少数株主
持分相当額５４百万円を控除した額７８，６９４百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

３０．当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

３１．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と連結貸借対照表計上額は、次のとおりであ
ります。

 

当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

２１３３，５０２売買目的有価証券

評価差額連結貸借対照表取得原価
うち損うち益（百万円）計上額（百万円）（百万円）

６５１３５，４５２１３５，３８６１９９，９３８６４，５５１株式

１７，９６９５，２３４△　　１２，７３４１，６１３，２８４１，６２６，０１９債券

１５，８２６３，４６７△　　１２，３５８１，０４６，１３５１，０５８，４９４　国債

４６９３８５△　　　　８４１０１，２６３１０１，３４８　地方債

０－△　　　　０８，９９６８，９９７　短期社債

１，６７２１，３８１△　　　２９０４５６，８８８４５７，１７９　社債

１，５１１８，８００７，２８８２３０，７７２２２３，４８３その他

１９，５４６１４９，４８７１２９，９４０２，０４３，９９５１，９１４，０５５合計

売却損の合計額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却額
（百万円）

６０６１，７６３１０５，３１５その他有価証券

連結貸借対照表計上額（百万円）内　　容

３，４５８
満期保有目的の債券
　貸付債権信託受益権

２，６８９
１４，２７５
１１６

その他有価証券
　非上場株式
　公募債以外の内国非上場債券
　投資事業組合出資金

差　額時　価連結貸借対照表
うち損うち益（百万円）（百万円）計上額（百万円）

２１２△　　　　１８７，９８７８，００５国債



３２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりで
あります。

３３．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債４，７５３百万円を差し引いた額７，０１２百万円が、「その他有価証
券評価差額金」に含まれております。

３４．賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の社債に１９９百万円含まれております。
３５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約
する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，４７３，７８７百万円であります。このうち
原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，４４２，５１７百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの
ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある
ときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

３６．当行並びに連結される子会社及び子法人等は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職
一時金制度を設けております。
　当連結会計年度末の退職給付債務等は次のとおりであります。
　退職給付債務　　　　　　　　　　△　９６，８３６　百万円
　年金資産（時価）　　　　　　　　　　４６，４２３　　　　
　未積立退職給付債務　　　　　　　△　５０，４１３
　会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　－
　未認識数理計算上の差異　　　　　　　１１，３７８
　未認識過去勤務債務　　　　　　　　　　　－　　　　
　連結貸借対照表計上額の純額　　　△　３９，０３４
　　前払年金費用　　　　　　　　　　　　　－
　　退職給付引当金　　　　　　　　△　３９，０３４

１０年超
（百万円）

５年超１０年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

１年以内
（百万円）

２９０，３５６４３２，０１８７７４，１７６１３９，０１４債券

２９０，３５６２４２，６８０４７５，６３３４５，４７１　国債

－５２，３２４４０，４７０８，４６８　地方債

－－－８，９９６　短期社債

－１３７，０１４２５８，０７１７６，０７８　社債

６，５３０７３，９１０７５，３６６２２，９１６その他

２９６，８８６５０５，９２９８４９，５４２１６１，９３０合計

当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

△　　１，２０７２０，３６７運用目的の金銭の信託

評価差額連結貸借対照表取得原価
うち損うち益（百万円）計上額（百万円）（百万円）

－１１，７６５１１，７６５３０，４０１１８，６３５その他の
金銭の信託



３７．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成１７年１２月９日）及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２
月９日）が会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることになったこと等から、「銀行法施
行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣
府令第６０号平成１８年４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する連結会計年度から適用
されることになったことに伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示を変更しております。
�　「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び少数株主持分に区分のうえ
表示しております。
　なお、当連結会計年度末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は３７４，９４６百万円であ
ります。
�　「その他資産」に含めて表示していた繰延ヘッジ損失及び「その他負債」に含めて表示していた繰
延ヘッジ利益は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示して
おります。
�　「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。
�　負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。
�　「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しており
ます。
①　これにより、従来の「動産不動産」中の土地建物動産は、「有形固定資産」中の「建物」「土地」
「その他の有形固定資産」として、また建設仮払金は、「有形固定資産」中の「建設仮勘定」として
表示しております。
②　「動産不動産」中の保証金権利金のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」
として、保証金は、「その他資産」として表示しております。

�　「その他資産」に含めて表示していた連結される子会社及び子法人等のリース資産（ソフトウェア
を除く）は、「有形固定資産」中の「その他の有形固定資産」に区分して表示しております。

�　「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア（リース資産を含む）は、「無形固定資産」中の
「ソフトウェア」に含めて表示しております。

　３８．銀行法施行規則第１７条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）１３．１３％



連結損益計算書　　　　　　　　　
（単位：百万円）

金 額科 目
１２９，２５２経 常 収 益

８７，９０８資 金 運 用 収 益
５７，６８４貸 出 金 利 息
２９，５６３有価証券利息配当金
３９５コールローン利息及び買入手形利息
０預 け 金 利 息

２６４そ の 他 の 受 入 利 息
１７，６６４役 務 取 引 等 収 益
１８，７３７そ の 他 業 務 収 益
４，９４１そ の 他 経 常 収 益

１０９，７５５経 常 費 用
９，２７８資 金 調 達 費 用
４，３５４預 金 利 息
６４９譲 渡 性 預 金 利 息

３，４５８コールマネー利息及び売渡手形利息
３９２債券貸借取引支払利息
１５９借 用 金 利 息
２６４そ の 他 の 支 払 利 息

４，７７７役 務 取 引 等 費 用
１８，８９４そ の 他 業 務 費 用
６１，９１２営 業 経 費
１４，８９２そ の 他 経 常 費 用
９，９９１貸 倒 引 当 金 繰 入 額
４，９００そ の 他 の 経 常 費 用

１９，４９６経 常 利 益
９９特 別 利 益

８６固 定 資 産 処 分 益
１２償 却 債 権 取 立 益

１，３６６特 別 損 失
２３５固 定 資 産 処 分 損
２３３減 損 損 失
８９７そ の 他 の 特 別 損 失

１８，２２９税金等調整前当期純利益
５，３１５法人税、住民税及び事業税
２，１６１法 人 税 等 調 整 額
４９０少 数 株 主 利 益

１０，２６１当 期 純 利 益

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益金額　　２７　円　０１　銭
３．「その他の経常費用」には、債権売却損４，２０５百万円を含んでおります。
４．当連結会計年度において、当行は、宮城県内の営業用店舗７か所及び遊休資産等６か所並びに宮城
県外の営業用店舗２か所について減損損失を計上しております。
　減損損失の算定にあたり、原則として、当行の営業用店舗については継続的に収支の把握を行って
いる個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産については各資産単位で、グルーピングしております。
また、連結される子会社及び子法人等は各社をそれぞれ１つのグループとしております。減損損失を
計上した資産グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、割引前
将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額２３３百万円（土地１３８百万円、建物４２百万円、その他の有形固定資産２８百万円、その他の資
産２３百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額によ
る場合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを５．０％で割
り引いて、それぞれ算定しております。
５．「その他の特別損失」は、役員退職慰労引当金繰入額のうち過年度分相当額８９７百万円であります。

（ ）平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで


